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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第15期

第２四半期
累計期間

第16期
第２四半期
累計期間

第15期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自 2017年４月１日至
 2018年３月31日

売上高 (千円) 6,400,258 5,504,587 19,219,862

経常利益又は経常損失（△） (千円) 225,333 △86,905 1,128,854

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) 142,786 △83,775 732,201

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 351,700 536,886 353,803

発行済株式総数 (株) 3,340,800 7,046,400 6,697,600

純資産額 (千円) 3,381,154 4,182,560 3,976,287

総資産額 (千円) 18,085,299 21,190,820 16,859,304

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(円) 21.40 △12.38 109.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 20.90 ― 107.09

１株当たり配当額 (円) ― ― 13.00

自己資本比率 (％) 18.7 19.7 23.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △4,342,205 △2,987,720 △1,653,959

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △6,554 △39,565 △131,315

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 4,398,650 3,104,874 1,794,676

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,420,747 2,457,847 2,380,258
 

　

回次
第15期

第２四半期
会計期間

第16期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　2017年７月１日
至　2017年９月30日

自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) 11.98 △1.58
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ
いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．当社は、2017年７月26日付及び2018年３月８日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を

行っております。

第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり四半期(当期)純利益又は四半期純損失

（△）」、「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」を算定しております。

４．第16期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

プロパティエージェント株式会社(E31970)

四半期報告書

 3/27



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間（2018年４月１日～2018年９月30日）におけるわが国経済は、企業収益の改善が下支えと

なったものの、米国の保護主義政策による貿易問題や西日本豪雨、北海道胆振東部地震などの天災による個人消費

の下押しなどにより、慎重化が見られる状況となりました。しかしながら、有効求人倍率は引き続き高い水準にあ

り、失業率は約25年ぶりの低水準圏にあるなど、今後も雇用、所得環境の改善傾向は持続することが想定されるこ

とから、個人消費の下押しは一時的なものと考えらます。そのため、内需がけん引する形で景気回復が継続する見

込みは不変な状況となっております。また、不動産の需給と価格に影響する長期金利は、米国金利の上昇、日銀国

債買い入れ額引き下げの思惑などから上昇いたしましたが、今後は上昇圧力、低下圧力の作用によりボラタイルな

動きが強まる可能性があるものの、日銀の介入により0.1％を中心としたレンジから脱しない見通しであり、今後も

低金利状況は継続することが見込まれます。

不動産業界のうちマンション業界におきましては、2018年度上半期の東京都区部の供給戸数は前年同期と比較し

て11.1％減少し、契約率も好不調の境となる70％を切る状況となりました。一方で、平均専有面積の減少により平

均価格は2.5％の減少となったものの、㎡単価は2.7％の上昇となっており上昇傾向が継続する状況となりました

（不動産経済研究所調べ）。また、マンションの中でも特に首都圏のコンパクトマンション（専有面積30㎡以上～

50㎡未満）の供給は2017年年間、2018年上半期ともに3年連続の増加となっており、販売シェアも同様に増加してい

ることから、コンパクトマンションのニーズは強まっていることが考えられます。。

資産運用を目的とする投資用不動産につきましては、政府主導の低金利政策の恩恵や不動産投資ニーズの拡大、

積極的な金融機関の融資姿勢、堅調な賃料の伸びなどにより2018年上半期の供給戸数は増加しており、平均価格は

3,000万円を突破、㎡単価も上昇する状況が続いており、販売は好調な状況となっております。資産運用を目的とし

た不動産投資は、安定した資産形成の一つの手段として、そのニーズは高まっており、今後も購入需要は好調に推

移することが想定されます。

このような経営環境の下、当社は自社開発物件の拡大による販売戸数の拡大のみならず、海外の富裕層向け販売

による販路の拡大や営業努力による値引き幅の抑制など利益の最大化を図ってまいりました。また、生産性向上、

事業効率向上の観点からＣＲＭ戦略、マーケティング戦略をより一層強化し、販売戸数の増加と人員数、広告宣伝

費の削減に努めてまいりました。これらの施策により当社の販売活動は当初の計画を上回って進捗しておりま

す。。

この結果、売上高は5,504,587千円と前年同四半期に比べ895,671千円（14.0％減）の減収、営業利益は45,062千

円と前年同四半期と比べ335,121千円（88.1％減）の減益となり、経常損失86,905千円（前年同四半期は経常利益

225,333千円）、四半期純損失83,775千円（前年同四半期は四半期純利益142,786千円）となりました。なお、開発

物件の竣工が第４四半期に集中していることから、引渡により計上される売上高につきましても第４四半期に偏重

するため、当第２四半期においては減収減益、損失の計上となっておりますが、前年を上回る販売進捗となってお

ります。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(不動産開発販売事業)

　不動産開発販売事業では、世界第一位の都市圏GDPを誇り、高水準のイールドギャップを確保できる東京の不動

産という視点及び市場規模の優位性と事業効率の最大化という視点から、東京23区かつ利便性の高い立地に集中

した開発を強化し、12物件の開発用地を取得し、前事業年度から開発してきた９物件が竣工いたしました。販売

においては、世界の主要先進都市の中でも高水準な投資利回りを実現できる東京の不動産という強みを活かし、

国内投資家だけでなく海外の富裕層向け販売を実施するなど販路拡大に努め、さらに、設定賃料や投資利回り、

物件仕様、立地など総合的な観点での当社物件の競争力を的確に営業することによる値引き幅の抑制を図るな
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ど、利益の最大化を図ってまいりました。また、業界初のCtoC情報交換プラットフォーム「ToCチャットonLINE」

をはじめとするＣＲＭ戦略、ウェブ広告を中心としたマーケティング戦略により、効率的な集客と契約決定率の

向上を実現し、販売戸数の増加と営業人件費や広告宣伝費の削減を図ってまいりました。加えて、自社ブランド

既存物件の買取再販にも注力するなど、自社リソースの最大限の活用により、利益拡大を図ってまいりました。

これらの結果、販売活動は計画を上回って進捗し、未竣工物件の引渡しが完了していないことが影響しているも

のの投資用マンションブランド「クレイシア」シリーズは79戸、居住用コンパクトマンションブランド「ヴァー

スクレイシア」シリーズは41戸、その他で57戸を販売いたしました。

この結果、売上高5,172,591千円（前年同四半期比15.1％減）、営業損失8,856千円（前年同四半期は営業利益

347,405千円）となりました。

　

(プロパティマネジメント事業)

　プロパティマネジメント事業は、自社開発物件竣工販売後の確実な賃貸管理戸数の増加及び受託組合数の増加

により、当四半期末の賃貸管理戸数は2,624戸、建物管理戸数は2,721戸（64棟、61組合）となり、順調にストッ

ク収入を増加いたしました。また、賃貸更新事務手数料等の各種手数料の確保を行い、さらなる利益拡大を図っ

てまいりました。

　この結果、売上高331,996千円（前年同四半期比8.4％増）、営業利益53,918千円（前年同四半期比64.5％増）

となりました。

　

(2) 財政状態の分析

(資産)

当第２四半期会計期間末における総資産は、21,190,820千円となり、前事業年度末に比べ4,331,516千円増加い

たしました。これは主に当第２四半期会計期間に自社開発物件が竣工したことにより前事業年度末に比べ販売用

不動産が3,502,909千円、自社開発物件の用地仕入及び物件開発の進行に伴い仕掛販売用不動産が324,615千円、

それぞれ増加したことによるものであります。

　

(負債)

当第２四半期会計期間末における負債合計は、17,008,260千円となり、前事業年度末に比べ4,125,243千円増加

いたしました。これは主に自社開発物件の用地仕入及び物件開発に係る資金を調達したことにより、短期借入金

が前事業年度末に比べ1,465,576千円、１年内返済予定の長期借入金を含む長期借入金が前事業年度末に比べ

1,367,917千円、当第２四半期会計期間に自社開発物件が竣工したことに伴い買掛金が前事業年度末に比べ

1,675,780千円、それぞれ増加したことによるものであります。

　

(純資産)

当第２四半期会計期間末における純資産は、4,182,560千円となり、前事業年度末に比べ206,272千円増加いた

しました。これは主に配当を87,062千円実施し、四半期純損失を83,775千円を計上したことにより利益剰余金が

減少した一方、新株予約権の行使に伴い資本金及び資本剰余金が合計で366,166千円増加したことによるものであ

ります。

 
（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は2,457,847千円と前事業年度

末と比べ77,589千円（3.3％）の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、積極的な用地仕入や物件の開発進行等によるたな卸資産の増加があっ

た一方、自社開発物件が竣工したことによる仕入債務の増加があったこと等により△2,987,720千円となりまし

た。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支出及び投資有価証券の取得による支

出があったこと等により△39,565千円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、物件の竣工及び引渡による開発資金にかかる借入の返済があった一

方、用地仕入及び物件開発にかかる金融機関からの資金調達や新株予約権の発行及び当該予約権の行使による資

金調達を実施したことにより、3,104,874千円となりました。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,200,000

計 19,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式
(注)２

7,046,400 7,046,400
東京証券取引所
（市場第一部）

(注)１

単元株式数は100株でありま
す。

計 7,046,400 7,046,400 ― ―
 

(注)１．当社株式の上場市場は、2018年７月24日をもちまして、東京証券取引所市場第二部から同市場第一部に変更

となっております。

　　　２．提出日現在発行数には、2018年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

　　　　　された株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2018年７月17日及び2018年７月25日

新株予約権の数(個) 13,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株） 1,300,000(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額(円)
 当初行使価額　1,600
(注)１、３、４、５

新株予約権の行使期間 2018年８月15日～2021年８月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

(注)６

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。(注)１、７

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)８
 

(注) １．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等である。当該行使価額修正条項付新株予約権付

社債券等の特質等は以下のとおりである。

　　　　 ①本新株予約権の目的となる株式の総数は1,300,000株、交付株式数（（注）２（１）に定義する。）は、

100株で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額（行使に際して出資される当社普通株式１株当

たりの金銭の額）が修正されても変化しない（ただし、（注）２に記載のとおり、調整されることがあ

る）。

なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は

減少する。
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②行使価額の修正基準及び頻度

行使価額は、割当日の翌取引日以降、本新株予約権の各行使請求の通知が行われた日の直前取引日の東

証終値の90.5％に相当する価額に修正される。

③行使価額の下限

1,120円（ただし、（注）４の規定により調整を受ける。）

④新株予約権の目的となる株式の数の上限

本新株予約権の目的となる株式の総数は1,300,000株、交付株式数は100株で確定している。

⑤本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部の取得を可能とする条項が設けられている。

⑥権利の行使に関する事項についての割当先との間の取決めの内容

当社は、野村證券株式会社（以下「割当先」という。）との間で、第３回新株予約権買取契約を締結し

ている。

当社は 、割当先に対して一定の場合は本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数

を指定することができること、当社は、割当先が本新株予約権の全部又は一部につき、行使することが

できない期間を指定することができること、割当先は、一定の場合に、当社に対して通知することによ

り、本新株予約権の取得を請求することができ、かかる請求がなされた場合、当社は、本新株予約権の

要項に従い、本新株予約権を取得すること、割当先は、当社取締役会の承認を得ることなく本新株予約

権を譲渡しないこと及び以下の内容が規定されている。

　　　＜割当予定先による行使制限措置＞

　 （ⅰ）当社は、東証の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同規程施行規則第436条第１項乃至第

５項の定めに基づき、ＭＳＣＢ等の買受人による転換又は行使を制限するよう措置を講じるた

め、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」に従い、所定の適用除

外の場合を除き、本新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月において当該行使による取得

することとなる株式数が本新株予約権の払込日時点における当社上場株式数の10％を超える部分

に係る新株予約権の行使（以下「制限超過行使」という。）を割当予定先に行わせない。

　 （ⅱ）割当予定先は、上記所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使に該当することとなるような本

新株予約権の行使を行わないことに同意し、本新株予約権の行使にあたっては、あらかじめ当社

に対して、本新株予約権の行使が制限超過行使に該当しないかについて確認を行う。

⑦当社の株券の売買に関する事項についての割当先との間の取決めの内容

割当予定先は、本新株予約権の権利行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内で行う

売付け等以外の本件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借株は行わない。

⑧当社の株券の貸借に関する事項についての割当先と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

本新株予約権の発行に伴い、当社代表取締役社長中西聖は、その保有する当社株式について割当先への

貸株を行う予定である。

⑨その他投資者の保護を図るため必要な事項

割当予定先は、当社との間で締結予定の買取契約の規定により、本新株予約権を第三者に譲渡する場合

には、当社取締役会の決議による当社の承認を取得する必要がある。その場合には、割当予定先は、あ

らかじめ譲受人となる者に対して、当社との間で本項⑥（ⅰ）（ⅱ）の内容等について約させるものと

する。ただし、割当予定先が、本新株予約権の行使により交付された株式を第三者に譲渡することを防

げない。

２．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式1,300,000 株とする（本新株予約権１個あ

たりの目的である株式の数（以下「交付株式数」という。）は、100 株とする。）。ただし、下記(２)～

(５)により交付株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後交付株式数

に応じて調整されるものとする。

(２)当社が(注)４の規定に従って行使価額（(注)５(１)に定義する。以下同じ。）の調整を行う場合には、交

付株式数は次の算式により調整されるものとする。

　　　　調整後交付株式数 ＝
　調整前交付株式数　×　調整前行使価額

　調整後行使価額
 

上記算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、(注)４に定める調整前行使価額及び調整後行使

価額とする。

(３)上記(２)の調整は当該時点において未行使の本新株予約権に係る交付株式数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

(４)調整後交付株式数の適用日は、当該調整事由に係る(注)４(２)、(４)及び(５)による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。
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(５)交付株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前交付株式

数、調整後交付株式数及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本

新株予約権者」という。）に通知する。ただし、(注)４(２)⑥の場合その他適用の日の前日までに前記の

通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

３．行使価額の修正

(１)2018年８月15日以降、(注)７(１)に定める本新株予約権の各行使請求の通知が行われた日（以下「修正

日」という。）の直前取引日の株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）における当社普通株式

の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の90.5％に相当する金額の１円未満の

端数を切り上げた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以

上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される（修正後

の行使価額を以下「修正後行使価額」という。）。

ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が1,120円（ただし、(注)４(１)～(５)による調整を受け

る。以下「下限行使価額」という。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。

(２)上記(１)により行使価額が修正される場合には、当社は、(注)７(２)に定める払込みの際に、本新株予約

権者に対し、修正後行使価額を通知する。

４．行使価額の調整

(１)当社は、本新株予約権の発行後、下記(２)に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合又は

変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価

額を調整する。

    
既発行普通株式数 ＋

交付普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 時　　　価　　
    既発行普通株式数　＋　交付普通株式数

 

(２)行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。

①時価(下記(３)②に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合

（ただし、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請

求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利の転

換、交換又は行使による場合を除く。) 調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設け

られたときは当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株式の株主（以下

「当社普通株主」という。）に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌

日以降、これを適用する。

②当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合、調整後行使価額は、当社普通株

式の株式分割のための基準日の翌日以降、又は当社普通株式の無償割当ての効力発生日の翌日以降、

これを適用する。ただし、当社普通株式の無償割当てについて、当社普通株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに時価を下回る対価（下記(３)⑤に定義する。以下同

じ。）をもって当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含

む。）、又は時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を含

む。）調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）その他の証券又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件

で転換、交換又は行使された場合に交付されることとなる当社普通株式の株式数を行使価額調整式の

「交付普通株式数」とみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日）又は無償割当ての効力発生日の翌日

以降、これを適用する。ただし、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、転換、交換又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式

等が発行された時点で確定していない場合は、調整後行使価額は、当該対価の確定時点で発行されて

いる取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行使された場合に交付

されることとなる当社普通株式の株式数を行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなして行使価額

調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。
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④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する場合、調整後行使価額

は、取得日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）（以下「取得条項付株式等」という。）に関して当該調整前に本号③又は⑤による行使

価額の調整が行われている場合には、上記交付が行われた後の完全希薄化後普通株式数（下記(３)⑥

に定義する。以下同じ。）が、(ⅰ)上記交付の直前の既発行普通株式数（下記(３)③に定義する。以

下同じ。）を超えるときに限り、調整後行使価額は、当該超過する株式数を行使価額調整式の「交付

普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)上記交付の直前の既発

行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものとする。

⑤取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株あたりの対価（本⑤において「取得価額

等」という。）の下方修正等が行われ（本号又は下記(４)と類似の希薄化防止条項に基づく調整の場

合を除く。）、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が当該修正が行われる日（以下「取得

価額等修正日」という。）における時価を下回る価額になる場合

(ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③による行使価額の調整が取得価額等修正日前に行われて

いない場合、調整後行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが取得

価額等修正日時点の条件で転換、交換又は行使された場合に交付されることとなる当社普通株式

の株式数を行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなして本号③の規定を準用して算出するも

のとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③又は上記(ⅰ)による行使価額の調整が取得価額等修正日

前に行われている場合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが取得価額等

修正日時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの完

全希薄化後普通株式数が、当該修正が行われなかった場合の既発行普通株式数を超えるときに

は、調整後行使価額は、当該超過する株式数を行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなし

て、行使価額調整式を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用す

る。なお、１か月間に複数回の取得価額等の修正が行われる場合には、調整後行使価額は、当該

修正された取得価額等のうちの最も低いものについて、行使価額調整式を準用して算出するもの

とし、当該月の末日の翌日以降これを適用する。

⑥本号①～③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定さ

れ、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を

条件としているときには、本号①～③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日

以降これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。ただし、株

式の交付については第19項第(2)号の規定を準用する。

株式数 ＝
(調整前行使価額－調整後行使価額)×調整前行使価額により当該期間内に交付された株式数

　調　整　後　行　使　価　額　　　　　　　
 

　　　　　　　　この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

⑦本号①～⑤に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における調整後行使価額

は、本号①～⑥の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利についての規定を準用して

算出するものとする。

(３) ①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

②行使価額調整式及び上記(２)において「時価」とは、調整後行使価額を適用する日（ただし、上記

(２)⑥の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東証における当社普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

③行使価額調整式及び上記(２)において「既発行普通株式数」とは、当社普通株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合

は、調整後行使価額を適用する日の１か月前の日における、当社の発行済普通株式数から当該日にお

ける当社の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前に、本項第(２)又は下記(４)に基
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づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式

数を加えるものとする。

④当社普通株式の株式分割が行われる場合には、行使価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、基

準日における当社の有する当社普通株式に関して増加した当社普通株式の数を含まないものとする。

⑤上記(２)において「対価」とは、当該株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の発行に際して払込みがなされた額（上記(２)③における新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）か

ら、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他の財産（当

社普通株式を除く。）の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される当社普通株式

の数で除した金額をいい、当該行使価額の調整においては、当該対価を行使価額調整式における１株

あたりの払込金額とする。

⑥上記(２)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後行使価額を適用する日の１か月前の日に

おける、当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、(ⅰ)

（上記(２)④においては）当該行使価額の調整前に、上記(２)又は(４)に基づき「交付普通株式数」

とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数（ただし、当該行使価

額の調整前に、当該取得条項付株式等に関して「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち

未だ交付されていない当社普通株式の株式数を除く。）及び当該取得条項付株式等の取得と引換えに

交付されることとなる当社普通株式の株式数を加え、また(ⅱ)（上記(２)⑤においては）当該行使価

額の調整前に、上記(２)又は(４)に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ

交付されていない当社普通株式の株式数（ただし、当該行使価額の調整前に、当該取得請求権付株式

等に関して「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式

の株式数を除く。）及び取得価額等修正日に残存する当該取得請求権付株式等の全てが取得価額等修

正日時点の条件で転換、交換又は行使された場合に交付されることとなる当社普通株式の株式数を加

えるものとする。

(４)上記(２)で定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使

価額の調整を行う。

①株式の併合、資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権

利義務の全部又は一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全

部の取得のために行使価額の調整を必要とするとき。

　　　　　　 ②当社普通株主に対する他の種類株式の無償割当てのために行使価額の調整を必要とするとき。

　　　 ③その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とする

とき。

　　　　　　 ④行使価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(５)本項の他の規定にかかわらず、本項に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が(注)３(１)に基づく行

使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。ただし、この場合も、下限

行使価額については、かかる調整を行うものとする。

(６)上記(１)～(５)により行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権者に通知する。

ただし、上記(２)⑥の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の

日以降すみやかにこれを行う。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(１)本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、本新株予約権１個の行使に際して出資される財

産の価額は、行使に際して出資される当社普通株式１株あたりの金銭の額（以下「行使価額」という。）

に交付株式数を乗じた金額とするが、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げる

ものとする。

(２)行使価額は、当初1,600円とする。ただし、行使価額は、(注)３又は(注)４に従い、修正又は調整される

ことがある。

６. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるとこ

ろに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場
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合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資

本金の額を減じた額とする。

７. 本新株予約権の行使請求の方法

(１)本新株予約権の行使請求は、機構又は口座管理機関（社債等振替法第2条第4項に定める口座管理機関をい

う。以下同じ。）に対し行使請求に要する手続きを行い、行使可能期間中に機構により行使請求受付場所

に行使請求の通知が行われることにより行われる。

(２)本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求に要する手続きとともに、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額の全額を機構又は口座管理機関を通じて現金にて当社の指定する口座に払い込むもの

とする。

(３)本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。

８. 本新株予約権の取得条件

(１)当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日（当該取締役会後15取引日を超えない日に定められる

ものとする。）を別に定めた場合には、当該取得日において、残存する本新株予約権の全部を取得する。

当社は、本新株予約権を取得するのと引換えに、当該本新株予約権の新株予約権者に対して、本新株予約

権１個あたり払込金額と同額を交付する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

(２)当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下「組織

再編行為」という。）につき当社株主総会で承認決議した場合、当該組織再編行為の効力発生日以前に、

当社が本新株予約権を取得するのと引換えに当該本新株予約権の新株予約権者に対して本新株予約権１個

あたり払込金額と同額を交付して、残存する本新株予約権の全部を取得する。当社は、取得した本新株予

約権を消却するものとする。

(３)当社は、当社が発行する株式が東証により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘柄に指定された場

合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日

（機構の休業日等である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約権を取得するのと引換えに当

該本新株予約権の新株予約権者に対して本新株予約権１個あたり払込金額と同額を交付して、残存する本

新株予約権の全部を取得する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

(４)上記(１)及び(２)により本新株予約権を取得する場合には、当社は、当社取締役会で定める取得日の２週

間前までに、当該取得日を、本新株予約権者に通知する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券に係る新株予約権が次のとおり行使

　されております。

 
第２四半期会計期間

 （2018年７月１日から
　 　2018年９月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等の数（個）

3,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 300,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 1,170

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 351,100

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使
価額修正付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

3,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

300,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

1,170

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）

351,100
 

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 2018年７月１日～
 2018年９月30日
  （注）

316,000 7,046,400 178,770 536,886 178,770 486,886

 

　（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中西　聖 東京都港区 4,223,200 59.94

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 143,200 2.03

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 80,300 1.14

野呂田　義尚 東京都渋谷区 62,800 0.89

むさし証券株式会社
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４丁目
３３３番地１３

62,800 0.89

上遠野　俊一 福島県いわき市 44,600 0.63

中山　俊子 東京都世田谷区 44,000 0.62

堀内　泰司 東京都中野区 40,000 0.57

中山　司 沖縄県豊見城市 30,500 0.43

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 30,400 0.43

計 ― 4,761,800 67.58
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 400

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

70,447

完全議決権株式であり、株主として
の権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株でありま
す。

7,044,700

単元未満株式 1,300 ― ―

発行済株式総数
普通株式

― ―
7,046,400

総株主の議決権 ― 70,447 ―
 

 

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都新宿区西新宿六丁目
５番１号新宿アイランドタ
ワー６階

400 ― 400 0.00プロパティエージェント株
式会社

計 ― 400 ― 400 0.00
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２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2018年７月１日から2018年９月

30日まで)及び第２四半期累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日に名称を変更し、EY新日本

有限責任監査法人となりました。

 

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,390,258 2,467,847

  売掛金 4,036 3,270

  販売用不動産 2,357,857 5,860,766

  仕掛販売用不動産 11,515,391 11,840,007

  貯蔵品 1,875 1,697

  その他 235,850 627,223

  貸倒引当金 △287 △366

  流動資産合計 16,504,981 20,800,446

 固定資産   

  有形固定資産 88,361 94,316

  無形固定資産 14,053 12,447

  投資その他の資産   

   その他 254,468 286,137

   貸倒引当金 △2,561 △2,527

   投資その他の資産合計 251,907 283,610

  固定資産合計 354,322 390,374

 資産合計 16,859,304 21,190,820

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 736,454 2,412,235

  短期借入金 324,500 1,790,076

  1年内償還予定の社債 30,000 30,000

  1年内返済予定の長期借入金 4,672,164 7,589,885

  未払法人税等 244,703 10,101

  賞与引当金 36,214 18,371

  役員賞与引当金 43,500 －

  アフターコスト引当金 6,213 6,150

  その他 675,793 599,427

  流動負債合計 6,769,543 12,456,248

 固定負債   

  社債 145,000 130,000

  長期借入金 5,929,936 4,380,132

  その他 38,537 41,880

  固定負債合計 6,113,473 4,552,012

 負債合計 12,883,017 17,008,260

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 353,803 536,886

  資本剰余金 303,803 486,886

  利益剰余金 3,317,412 3,146,574

  自己株式 △242 △242

  株主資本合計 3,974,776 4,170,104

 新株予約権 1,510 12,455

 純資産合計 3,976,287 4,182,560

負債純資産合計 16,859,304 21,190,820
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 6,400,258 5,504,587

売上原価 5,012,015 4,331,543

売上総利益 1,388,243 1,173,044

販売費及び一般管理費 ※１  1,008,059 ※１  1,127,981

営業利益 380,184 45,062

営業外収益   

 受取利息 27 21

 受取手数料 1,035 711

 違約金収入 300 350

 その他 45 454

 営業外収益合計 1,409 1,537

営業外費用   

 支払利息 93,816 92,415

 支払手数料 60,085 40,350

 その他 2,358 740

 営業外費用合計 156,260 133,505

経常利益又は経常損失（△） 225,333 △86,905

特別損失   

 固定資産除却損 － 4,445

 特別損失合計 － 4,445

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 225,333 △91,351

法人税、住民税及び事業税 78,490 1,353

法人税等調整額 4,056 △8,929

法人税等合計 82,547 △7,576

四半期純利益又は四半期純損失（△） 142,786 △83,775
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 225,333 △91,351

 減価償却費 8,537 8,590

 株式報酬費用 ― 3,504

 敷金償却額 732 754

 長期前払費用償却額 1,856 812

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △146 45

 賞与引当金の増減額（△は減少） 13,897 △17,842

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △70,000 △43,500

 アフターコスト引当金の増減額（△は減少） △544 △63

 受取利息 △27 △21

 支払利息 93,816 92,415

 支払手数料 60,085 40,350

 固定資産除却損 ― 4,445

 売上債権の増減額（△は増加） 1,908 765

 たな卸資産の増減額（△は増加） △3,323,067 △3,827,347

 前渡金の増減額（△は増加） 30,822 △74,922

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,016,284 1,675,780

 その他 19,479 △379,598

 小計 △3,953,601 △2,607,181

 利息の受取額 28 21

 利息の支払額 △91,795 △95,503

 手数料の支払額 △60,085 △40,350

 法人税等の支払額 △236,750 △244,706

 営業活動によるキャッシュ・フロー △4,342,205 △2,987,720

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 ― △10,000

 有形固定資産の取得による支出 △4,470 △16,608

 無形固定資産の取得による支出 △1,813 △2,236

 その他 △270 △10,720

 投資活動によるキャッシュ・フロー △6,554 △39,565

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △157,960 1,465,576

 長期借入れによる収入 6,794,300 3,549,750

 長期借入金の返済による支出 △2,180,584 △2,181,833

 社債の償還による支出 △15,000 △15,000

 株式の発行による収入 3,360 363,934

 自己株式の取得による支出 △128 -

 配当金の支払額 △45,012 △87,062

 新株予約権の発行による収入 ― 9,672

 その他 △324 △162

 財務活動によるキャッシュ・フロー 4,398,650 3,104,874

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 49,890 77,589

現金及び現金同等物の期首残高 2,370,856 2,380,258

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  2,420,747 ※１  2,457,847
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【注記事項】

(追加情報)

 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期会計期間の

期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示し

ております。

 
(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

給料及び手当 299,626千円 378,743千円

貸倒引当金繰入額 △74 〃 58 〃

賞与引当金繰入額 13,897 〃 18,371 〃
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 
前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

現金及び預金 2,430,747千円 2,467,847千円

預入期間が３か月を超える定期預金 　△10,000　〃 △10,000　〃

現金及び現金同等物 2,420,747千円 2,457,847千円
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(株主資本等関係)

　　　前第２四半期累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月27日
定時株主総会

普通株式 45,012 27.00 2017年３月31日 2017年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

　　　当第２四半期累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 87,062 13.00 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2018年７月17日開催の取締役会において、「第三者割当による行使価額修正条項付第３回新株予約権

（行使指定・停止指定条項付）」（以下「本新株予約権」という。）の発行を決議し、2018年７月25日付の取締役

会において本新株予約権の発行条件等を決議しております。

本新株予約権について、2018年8月23日、同年8月30日及び同年9月18日にそれぞれ権利行使を受け、普通株式

300,000株を発行しております。この結果、資本金及び資本剰余金がそれぞれ176,666千円増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第２四半期累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額
（注）１不動産開発

販売事業
プロパティ

マネジメント事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 6,093,859 306,399 6,400,258 ― 6,400,258

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,093,859 306,399 6,400,258 ― 6,400,258

セグメント利益 347,405 32,778 380,184 ― 380,184
 

(注) １．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

　　当第２四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額
（注）１不動産開発

販売事業
プロパティ

マネジメント事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 5,172,591 331,996 5,504,587 ― 5,504,587

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,172,591 331,996 5,504,587 ― 5,504,587

セグメント利益又は
損失（△）

△8,856 53,918 45,062 ― 45,062
 

(注) １．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

（１）１株当たり四半期純利益又は
　　　１株当たり四半期純損失（△）

21円40銭 △12円38銭

　(算定上の基礎)   

  四半期純利益又は
  四半期純損失（△）(千円)

142,786 △83,775

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益又は
  普通株式に係る四半期純損失（△）(千円)

142,786 △83,775

  普通株式の期中平均株式数(株) 6,673,305 6,766,842

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 20円90銭 ―

　(算定上の基礎)   

  四半期純利益調整額（千円） ― ―

  普通株式増加数（株） 157,553 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　１．当社は、2017年７月26日付及び2018年３月８日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式

　　分割を行っております。

　　2018年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり四半期純利益又は１株当

   たり四半期純損失（△）」、「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」を算定しております。

２．当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

　　ものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　　　　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2018年11月７日

プロパティエージェント株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 江   下   　   聖 　 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴   田   純 一 郎 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプロパティエー

ジェント株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第16期事業年度の第２四半期会計期間(2018年７月１日か

ら2018年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、プロパティエージェント株式会社の2018年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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